別添８
国有林材の安定供給システムに係る企画提案書（標準例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　近畿中国森林管理局長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
注）共同申請の場合は、代表者が他の申請者にかかる企画提案をとりまとめの上、一つの企画提案書として作成すること。
　国有林材の安定供給システム実施要領５条第２号の規定により、買受を希望する林産物の加工・流通等に係る取組についての企画提案書を提出します。

　本企画提案書の提出にあたっては、虚偽の事実がないこと、協定の締結後は本企画提案書の内容に基づく取組を行うことを確約します。

　また、企画提案の審査結果について異議申し立てをしないこと、本企画提案書の内容を公表することについて了承します。

　なお、本企画提案書の内容に関する質問等への対応は以下の作成担当者が行います。

　
　　　　　　　　　　　　　　　（作成担当者）担当部署・役職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
· 企画提案書の作成にあたっては、別紙の留意事項を参考にして下さい。
別紙
企画提案書における留意事項

１　企画提案する取組

　　企画提案する取組内容について、下記様式１－①に具体的に記載してください。必要に応じて参考資料、企業パンフレット等を添付願います。

　　なお、該当する取組がある事項については、全て記載すること。

（企画提案の項目一覧）
（1）　広域の原木集荷や製品の生産・流通にかかるコストの縮減を図るもの。（局間をまたぐ原木の調達、製材加工等の大規模化、生産ラインの自動制御等による量産化や加工コストの縮減、原木の選別・仕分け及び輸送の効率化、素材から製品までの各段階を含めた流通の総合的なコーディネート等による流通コストの縮減等）
（2）  原木や製品の付加価値の向上を図るもの。（製材品の大径化及びプレカットへの対応、乾燥の推進、プレナー掛けによる品質管理の徹底等）
（3）  森林資源の有効利用を図るもの。（加工歩留まりの向上、チップ材等の利用拡大や木質バイオマスの発電・熱源利用等）
（4）　国産材の新規需要開拓。（利用の低位な樹材種等の輸出を含む。）を図るもの
（5）  地域の林業・木材産業への貢献を図るもの。（新たな取組への参画、原木の安定的集荷や販路の確保等により、原木の安定供給を図るもの等）
（6）　最終製品の生産に必要な企画の製品または原木の効率的な生産及び流通に関する取組。（製材工場、原木市場等と製材品需要者が連携することにより、最終製品の生産に必要な製品または原木の効率的な生産や流通を図るもの）
　　※取扱量及び販路等の内訳（様式１－②）を含む。

（7）　その他独自の取組。（上記①～⑥以外で新たな取組やＣＳＲ活動等、ＰＲできる取組、また、立木販売にあっては、林地保全の取組等）
注）１　取組内容を「取組内容」欄に可能な限り定量的な数値指標を用いて具体的に記載することとし、書ききれない場合は別添資料を添付しても差し支えない。　
　　２　取組内容の実施のため新規に施設・設備を導入する場合は、その名称、処理内容や能力についても記載すること。
２　山元購入価格

（１）山元購入価格については、購入を希望する物件毎（様式２）に樹種・長級・径級・材質別　　（層積検知において樹種・長級・材積別）の購入単価を提出することとし、提出した購入単　　価を基本に決定するものとする。この購入単価については、原則、協約期間内は変更しない　　ものとする。

　　ただし、市況の大幅な変化があった場合は四半期毎に見直しをすることとする。

（２）山元購入価格の算出価格の根拠

　　出荷する主要な最終製品規格・単価、製造コスト・輸送コスト・選別コスト等の事業費等を算出し様式３に記入のうえ提出すること。なお、木質バイオマス発電所が申請する場合は、年間発電予定総量、年間売電収入、年間必要運転経費のうち木質バイオマスによる部分について、様式３に記入のうえ提出すること。また、立木販売にあっては、運搬コスト・作業方式・素材生産コスト等を算出し様式４に記入のうえ提出すること。
３  システム販売材の取引協定による具体的販路          
　  様式４により記載し取引協定書を添付すること。    
４　その他
　　チップ原材料Nの物件を申請する者及び販売協定先の業者（直接収集運搬する場合）は計量器の検定又は定期検査に合格していることが証明できる書面の写しを提出すること。　        
